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 【目的】  急性期脳卒中患者における早期離床は、廃用症候群
を予防し歩行能力やADL向上に寄与することが報告されて
おり、多くのガイドラインで推奨されている。しかし、その
一方で早期離床は開始時期や離床内容の定義が不十分であり、
強いエビデンスにより実証されているわけではない。当院リ
ハビリテーション部では、急性期脳卒中患者における理学療
法の最優先課題は起立負荷であるという共通認識のもと、
2015年8月より発症48時間以内の起立を早期離床と定義し
運用している。今回、当院急性期脳卒中患者に対し発症48
時間以内に起立を開始する早期離床の効果について後方視的
検討を行ったので報告する。
 【方法】  対象は2014年8月から2016年4月までに入院した
急性期脳卒中患者とし、早期離床群（2015年8月から2016
年4月）と対照群（2014年8月から2015年4月）の2群に分け
電子カルテを用いて後方視的に行った。くも膜下出血、テン
ト下病変、集中治療例、発症前mRS4・5に該当する者は除
外した。また、早期離床群においてはバイタルサインで開始
基準を満たさない者並びに脳卒中再発リスクの高い者は対象
から除外し、脳卒中発症48時間以内に起立を開始した。ま
た、リハビリテーションは早期離床群、対照群共に装具を使
用した歩行練習やADL練習を中心に退院時まで実施した。
基礎属性は年齢、病型（出血、梗塞）、病巣部位、入院時
NIHSSとした。評価項目は発症から初回起立開始までの時
間、発症から14日間の PT・OT総実施時間、退院時の
mRS、在院日数、自宅復帰の有無、リハビリテーション中
の重篤な有害事象の有無、発症から2ヶ月以内の長期臥床に
関連する合併症の有無、発症から2ヶ月以内の重篤な神経学
的合併症の有無とした。また、統計学的検定としてStudent’
s の T検定、Mann-Whitney の U検定およびχ2検定を用
い有意水準は5%未満とした。
 【説明と同意】  本研究は後方視的観察研究であり、ヘルシン
キ宣言に基づき、個人情報には十分留意しカルテより情報を
収集し調査した。また、データ収集・公表では個人情報が特
定できないように匿名化を行った。
 【結果】  早期離床群62名と対照群92名であった。年齢、病
型、病巣部位、入院時NIHSSに有意差は認めなかった。発
症から初回起立開始までの時間は早期離床群で有意に低値で
あった。発症から14日間のPT・OT総実施時間に有意差は

認めなかった。退院時mRS、在院日数に有意差は認めな
かったが、自宅復帰の有無は早期離床群で有意に多かった。
発症から2ヶ月以内の長期臥床に関連する合併症の有無は早
期離床群で有意に少なかった。一方、リハビリテーション中
の重篤な有害事象の有無、発症から2ヶ月以内の重篤な神経
学的合併症の有無に有意差は認めなかった。
 【考察】  過去の研究において、急性期脳卒中患者に対する早
期離床は座位、起立、歩行とさまざまである。我々は、急性
期脳卒中患者において機能回復の予後良好・不良にかかわら
ず、日常生活を送るうえで抗重力姿勢である起立を離床と考
えている。今回、過去の研究と同様に長期臥床に関連する合
併症は早期離床群で有意に少なかった。発症から14日間の
PT・OT総実施時間は両群で同等であり、発症48時間以内
の起立により安静臥床期間が短縮した結果と考える。自宅復
帰の有無は対照群と比較して早期離床群で有意に多かった。
一方、退院時mRSおよび在院日数に有意差は認めなかった。
自宅復帰率に関連する因子は歩行能力、トイレ動作能力、家
族構成人数、介護力、経済的状況、居住地域の特性など多岐
にわたることが報告されている。本研究においては、退院時
mRSなど機能的自立度以外の要因が自宅復帰の有無に関連
したと推察される。
【理学療法研究としての意義】 急性期脳卒中患者に対する発
症48時間以内の起立は安全でかつ長期臥床に関連する合併
症を減少させることが判明した。
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